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エグゼクティブサマリー
2021年11月11日、欧州議会は、国別報告書（CbCR）の開示に関するEU指令（以下、 
「EU指令」）を正式に承認しました。これは、2021年6月1日に欧州連合（以下、「EU」） 
機関の代表者1が暫定的に合意し2、2021年9月28日にEU理事会が採択したことを 
受けたものです。3EU指令はまもなく署名され、その後、EUの官報に掲載されます。 
EU指令は公表から20日目に発効され、EU加盟国はEU指令発効後18カ月以内に国内法
に導入しなければなりません。

EU指令に盛り込まれたルールは、EUにある多国籍企業及び、EUにて支店や子会社を 
通じて事業を行っているEU外の多国籍企業に対し、直近の連続する2事業年度において 
連結売上高が7億5,000万ユーロを超える場合、国ごとの納税額、利益、売上高、従業 
員数、その他の税務関連情報を開示することを求めるものです。

このような情報は、27の全EU加盟国と、税務面で非協力的な国・地域としてEUに判定 
されたブラックリストとグレーリストに含まれるすべての国・地域について国別に開示する 
必要があります。それ以外の国・地域については、集約されたデータを開示するだけで 
十分です。EU指令の内容や適用される背景については、EYのウェブキャスト「Public Tax 
Transparency - from voluntary to mandatory -」のオンデマンドをご視聴ください。

詳細
国ごとに開示するデータ
6月1日に発表された妥協案では、27の全EU加盟国と、税務面で非協力的な国・地域として 
付属書I（EUブラックリスト）及び付属書II（EUグレーリスト）に含まれるすべての国・地域に 
ついて、各国別に集計して開示するとしています。報告書を作成すべき事業年度の3月1日に 
付属書Iに掲載されている国・地域については、国別に開示しなければなりません。報告書を 
作成すべき事業年度の3月1日に、2年連続で付属書IIに掲載されている国・地域についても、 
国別に開示しなければなりません。他のすべての第三国の国・地域については、情報を 
合算して開示する必要があります。

EUは、毎年2月と10月に定期的に付属書I及び付属書IIを更新しています。

https://event.webcasts.com/starthere.jsp?ei=1502579&tp_key=60b9d7e05a
https://event.webcasts.com/starthere.jsp?ei=1502579&tp_key=60b9d7e05a
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適用開始日
6月1日の妥協案では、CbCRの開示は、（「遅くとも」）国内法化期限 
の1年後以降に開始する最初の事業年度からとされていました。 
EU理事会は、EU指令の発効日から2年6カ月後以降に開始する最初
の事業年度から適用と開始する旨に文言を修正しました。

この修正は、EU指令の適用日が国内法化日ではなくEU指令の 
発行日を基準としたため、個々の加盟国によるEU指令の国内法化 
時期が異なる場合でも、ルールの開始日にはもはや影響がないことを 
意味している可能性があります。しかし、「まで」という文言が修正後の 
文でも使用されているため、加盟国がルールを早期適用する余地が
残されています。

次のステップ
欧州議会での承認後、次のステップは以下の通りです。

• 欧州議会議長及び欧州理事会議長によるEU指令の署名

• EU官報へのEU指令の掲載

• EU官報での公表から20日後にEU指令の発効

• 加盟国はEU指令の18カ月以内に国内法化

• EU指令発効日から2年6カ月後以降に開始する事業年度から適用

• 当該の事業年度の決算日から12カ月以内にCbCRを開示

仮にEU指令が2021年11月に正式に採択され2021年12月20日に 
発効された場合、CbCRの開示が適用される初年度はEU指令発効から 
2年6カ月後以降に開始する事業年度、すなわち2024年6月20日 
以降に開始する最初の事業年度ということになります。

今後の影響
一度採択されると、国別報告書の開示に関するEU指令は、EUにある 
多国籍企業と、EUにて支店や子会社を通じて事業を営むEU外の 
多国籍企業の両方に著しい影響を及ぼすと考えられます。さらに、 
自主的な非財務報告基準（GRIなど）や投資家、社会一般が、企業に 
よる税情報の開示強化を求める傾向が高まる中での、CbCRの開示に 
関するEU指令が発効されました。さらに、CbCRの数値は、BEPS 2.0
プロジェクトで開発中のグローバルミニマムタックスなど、将来の 
グローバルな課税ベースの算定において重要な役割を果たすことに 
なります。したがって、今後、CbCRはグローバル課税ベースとして 
企業の税務ポジションに直接影響を与えるとともに、その開示内容に 
ついてステークホールダーの精査を受けることになるでしょう。 
CbCR開示の意味するところについては、EYのウェブキャストの 
オンデマンドをご視聴いただき、より詳細な内容をご確認ください。

日本企業においては、EU内に中規模法人4もしくは大規模法人5がある 
場合、EUにおけるCbCRの開示義務を負い、EU加盟国、EUブラック 
リスト及びグレーリスト国について国別に開示することになります。 
EUブラックリスト及びグレーリストに含まれない日本を含むEU外の 
国については一括した表示となります。日本の親会社は直接CbCRの 
開示義務を負いませんが、欧州子会社の監査人は監査報告書に
CbCRの開示を確認した旨を記載するため、CbCRを開示していない 
場合、監査報告書が発行されないリスクが考えられます。一方、 
企業グループの税情報について、ESGの観点からはEU企業より 
相対的に低い評価を受けることを防ぐため、日本を含むCbCRを 
自主的に開示する日本企業が増えることが想定されます。BEPS2.0の 
第2の柱GloBEルールの導入により、日本企業においては国別の 
実効税率管理が重要となると考えられますが、CbCRを開示する 
際には、ステークホールダーは国別の実効税率が15%を下回らない
ことを検証することが想定され、日本企業はより一層の説明責任が
求められることになります。

参照
1. EU理事会、欧州議会、欧州委員会。
2. 2021年2月26日付 EY Global Tax Alert「EU co-legislators reach agreement on public CbCR」（英語）をご参照ください。
3. 2021年9月28日付 EY Global Tax Alert 「EU Member States adopt public CbCR Directive」（英語）をご参照ください。
4. 次の三要素の内、2つ以上を満たす場合、中規模法人とみなされる

A) 総資産: EUR 4,000,000超（ただし、加盟国はEUR6,000,000まで変更可）
B) 純売上: EUR 8,000,000超（ただし、加盟国はEUR12,000,000まで変更可）
C) 事業年度の平均従業員数: 50人超.

5. 次の三要素の内、2つ以上を満たす場合、大規模法人とみなされる
D) 総資産: EUR 20,000,000超
E) 純売上: EUR 40,000,000超
F) 事業年度の平均従業員数: 250人超

https://event.webcasts.com/starthere.jsp?ei=1502579&tp_key=60b9d7e05a
https://www.ey.com/en_gl/tax-alerts/eu-co-legislators-reach-agreement-on-public-cbcr
https://www.ey.com/en_gl/tax-alerts/eu-member-states-adopt-public-cbcr-directive
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メールマガジンのお知らせと登録方法
弊法人では、上記ニュースレター、専門雑誌への寄稿記事及び海外の税制動向を定期的にメールマガジン
にて配信しております。
メールマガジン配信サービスのお申し込みをご希望される方は、以下をご参照ください。
1. https://www.eyjapan.jp/connect-with-us/mail-magazine/index.html を開きます。
2. 「メールマガジンの新規登録について」に従い、メールマガジン登録ページよりご登録ください。
* なお、本メールマガジン登録に際しては、「個人情報の取扱い」についてご同意いただく必要が 
ございます。

@EY_Japan
最新の税務情報を配信しています。

本アラートに関するお問い合わせは、下記担当者までご連絡ください。
EY税理士法人
須藤 一郎 パートナー ichiro.suto@jp.ey.com
関谷 浩一 パートナー koichi.sekiya@jp.ey.com
大堀 秀樹 ディレクター hideki.ohori@jp.ey.com

本ニュースレターに関するご質問・ご意見
等がございましたら、弊社の担当者又は 
下記宛先までお問い合わせください。

EY税理士法人
ブランド、マーケティング アンド コミュニケーション部
tax.marketing@jp.ey.com

EY  |  Building a better working world
EYは、「Building a better working world（より良い社会の構築を目指して）」
をパーパスとしています。クライアント、人々、そして社会のために長期的価値
を創出し、資本市場における信頼の構築に貢献します。
150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロジーの実現により 
信頼を提供し、クライアントの成長、変革および事業を支援します。
アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務およびトランザク
ションの全サービスを通して、世界が直面する複雑な問題に対し優れた課題提起
（better question）をすることで、新たな解決策を導きます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワークであり、単体、 
もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に独立した組織です。アーンスト・ 
アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービスは提供して 
いません。EYによる個人情報の取得・利用の方法や、データ保護に関する法令により個人情報の主体
が有する権利については、ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバーファームは、現地の法令に
より禁止されている場合、法務サービスを提供することはありません。EYについて詳しくは、ey.comを
ご覧ください。

EY税理士法人について
EY税理士法人は、EYメンバーファームです。税務コンプライアンス、クロスボーダー取引、M&A、 
組織再編や移転価格などにおける豊富な実績を持つ税務の専門家集団です。グローバルネットワークを 
駆使して、各国税務機関や規則改正の最新動向を把握し、変化する企業のビジネスニーズに合わせて
税務の最適化と税務リスクの低減を支援することで、より良い社会の構築に貢献します。詳しくは、
ey.com/ja_jp/people/ey-taxをご覧ください。
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